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地震時の液状化によるカルバートの被災発生の要因分析 
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1．はじめに1 

災害に強い信頼性の高い道路網の構築のために、

大規模地震や大雨等による道路機能への影響を最

小限に留められるような設計・施工・維持管理を

行っていくことが管理者に求められている。 
道路土工構造物のカルバートでは、既往の地震

において、継手の開きにより背面盛土の土がカル

バート内へ流入し、内空道路のみならず上部道路

の交通へ影響を及ぼす被害の発生が確認されてい

る。ここで、カ

ルバートの継手

とは、縦断方向

に分割されたカ

ルバート躯体の

接 合 部 を 指 す

（図-1）。 
カルバートの設計においては、これまで比較的

規模の小さなカルバートにおける慣用設計法は示

されているが、具体的な耐震設計法は示されてお

らず、液状化しやすい地盤上に敷設されたカル

バートの設計にあたっての留意事項等についても

具体的には示されていない。 
そこで、本検討では地震によるカルバートの被

災事例の調査、その変状に係る再現解析及び液状

化地盤上を模擬したボックスカルバートの動的遠

心載荷模型実験を行い、被災の発生要因等を明確

にすることを試みたので、その検討の概要につい

て紹介する。 

2．地震におけるカルバートの被災事例の調査 

過去の地震において液状化の影響を受けたと推

定されるボックスカルバートの変状内容及び変状

程度と補修方法について整理した。表-1 に示す

熊本地震で被災を受けたカルバートを中心に合計

30 施設の調査を行った。 
地震直後の被災調査結果等によると、カルバー 
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トの躯体には目立った損傷はなく、主な変状内容

は継手の開きであった。また、継手の開き量と補

修方法との関係を整理すると、開き量の大きさに

応じて、補修方法が変化していることが分かった

（図-2、3）。 
補修方法は、継手の開きが大きくなるほど、補

修に要する日数や上部道路等への交通規制の観点

から難易度は高くなってくる。道路機能への影響

を最小限にするためには、上部道路の規制が不要

な鋼板閉塞補修が可能な継手の開き量 20cm 程度

未満に留めることが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

3．カルバートの変状に係る再現解析 

3.1 解析の概要 
2.で整理した被災事例の中から代表的な2施設

（表-2）を選定し、推定地震動分布図１）より当該

カルバート位置での地表面最大加速度（PGA）

を抽出して液状化判定を行った。その結果、両箇

所ともにカルバート近傍のボーリング調査で確認

された沖積砂質土層において液状化する判定と 

図-1 カルバートの構造例  

継手

表-1 対象カルバート  

 2007年 新潟県中越地震  県道荒浜中田線 1

 2011年 東北地方太平洋沖地震  国道349号 1

 2016年 熊本地震  九州自動車道 28

路　線　名 施　設　数

30

地　震　名

図-2 継手の開き量と補修方法の関係  

00 1100 2200 3300 4400 5500

ＲＲＣＣにによよるる間間詰詰めめ

鋼鋼矢矢板板にによよるる土土留留

鋼鋼板板にによよるる閉閉塞塞

未未補補修修

継継手手のの開開きき量量((ccmm))

図-3 継手の開き量と補修方法の概要  

新潟県中越沖地震 
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なった（図 -4）。この結果を踏まえ、カルバート

の変状再現解析を実施した。 
再現解析は、応答変位法を用いた静的解析によ

り行った。以下に解析手順を示す。 
① 対象カルバート近傍で実施したボーリング調

査結果を踏まえ、地盤定数を設定。 
② 地震応答解析結果に基づき入力地震動を設定。 
③ 基礎地盤の変形解析（有限要素法を用いた静

的変形解析法 ALID)を実施し、カルバート位

置の地盤変位を算出。 
④ カルバート躯体を梁要素、周辺地盤を非線形

のばね要素でモデル化（継手部をフリーとし

た弾塑性床上の梁モデルを構築）し、ばね先

に③で算出した地盤変位を与え、躯体変位

（カルバート継手の開き量等）を算出。 

3.2 カルバートの縦断方向の解析結果 
縦断方向の解析条件、結果を示す。 

(1)解析条件 
表 -3 に再現対象箇所における解析条件の概要

と継手開き量（解析結果、実被害）を示す。地盤

の変形解析においては、液状化（軟化）を考慮す

る層を砂質土のみとした場合と砂質土及び粘性土

とした場合の解析を行った。砂質土層の繰返し三

軸強度比は、ボーリング調査結果に基づき、液状

化判定に用いられるＮ値からの推定式（H29 道

示 2)）より求めた。粘性土層については、既往の

文献 3)で示される推定式に基づき、粘着力ｃより

求めた。粘着力については、一般的な粘性土の強

度増加率 m(=0.30～0.45 程度)より、深さ方向に

強度を変化させた。 

入力地震動は、対象箇所近傍で観測された地表

面波形を用いて、等価線形解析により引き戻し及

び順解析を実施し、解析対象地点における地表面

最大加速度を求め、この値を用いた。 

(2)解析結果 
表-3 に九州道及び国道 349 号のカルバートの

解析結果を併記している。図 -5 に砂質土のみを

液状化させた解析結果を示す。 
砂質土のみを液状化させたケースに対して、粘

性土も軟化させたケースを比較した結果、両事例

ともにカルバート両端部付近の鉛直変位はやや増

加するものの、水平変位に大きな差は生じなかっ

たことから、両カルバートともに砂質土層の液状

化が継手の開きの主要因となっている可能性が高

いと考えられる。なお、解析結果の継手の開き量

は実被害と比べてやや小さい結果となっている。

これは、本解析が静的な解析であり、地震動の慣

性力の繰り返しによる影響が含まれていないこと

が理由として考えられる。 
変形モードに着目すると、実被害ではカルバー

ト両端部が沈下するような状況であったが、解析

では中央部の継手付近が沈下するようなモードと

なっている。粘性土の軟化も考慮したケースでは、

継手の開き量に大きな差はなかったものの実被害

に近い変形モードとなっている。このことから、

カルバートの地震時の変状の再現解析を実施する

場合には、砂質土の液状化に加え、粘性土の軟化

の影響も考慮する必要があると考えられる。 

4．ボックスカルバートの動的遠心載荷実験 

4.1 実験の概要 

表-3 対象箇所の解析条件・結果と実被害との関係  
入力地震動

砂質土 粘性土

1-1 〇 --- 0.30 16.2

1-2 〇 〇 0.30 15.7

2-1 〇 --- 0.30 25.0

2-2 〇 〇 0.30 31.0
35

25

実被害

粘性土
強度

増加率
地震動
タイプ

地表面
最大

加速度
(cm/s2)

解析結果

継手開き量(cm)液状化
(軟化)を

考慮する層

タイプⅡ

タイプⅠ

1040

610

1

路　線　名

2

九州道

国道
349号

CASE
事例
No.

図-5 縦断方向解析結果（例：CASE-1-1）  

カルバート部

躯体平均沈下量 7.08cm 

変形図

梁解析
結果

変形図

67.39cm 16.83cm 70.2cm

X：-8.01cm

Y：-5.6cm
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図-4 対象カルバート近傍の柱状図  

表-2 対象カルバートの基本情報  

1 九州道 28.9 2 5.76×5.59 1.0  2016年 熊本地震

2 国道349号 26.0 2 8.00×6.05 0.6  2011年 東北地方太平洋沖地震

地　震　名
土被り

(m)

事例
No.

延長

(m)

ﾌﾞﾛｯｸ
数

躯体寸法
(幅×高)

(m)

カルバート諸元

路線名
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図-4 対象カルバート近傍の柱状図  

表-2 対象カルバートの基本情報  

1 九州道 28.9 2 5.76×5.59 1.0  2016年 熊本地震

2 国道349号 26.0 2 8.00×6.05 0.6  2011年 東北地方太平洋沖地震

地　震　名
土被り

(m)

事例
No.

延長

(m)

ﾌﾞﾛｯｸ
数

躯体寸法
(幅×高)

(m)

カルバート諸元

路線名
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本実験は液状化層を模擬した地盤材料上の1/75
スケールの模型（材料はアルミニウム）に対して

75Gの遠心力場で実施した。カルバートの内空断

面幅、土被り厚、ブロック延長、液状化層厚等を

パラメータとして12ケースの実験を行った（表 -
4）。12ケースのうち、CASE-3及びCASE-10はブ

ロック連結の有無による挙動の変化を確認するた

め、全体の半分のブロックを補強材により縦方向

に連結した。なお、入力地震動波形は、H29道示

2)に示されるレベル2地震動（タイプⅠ）の動的

解析用標準加速度波形2-Ⅰ-Ⅰ-3とした。 

4.2 実験結果 
(1)実験後の状況 
 基本ケース（CASE-1）の加振後の盛土の変状を

写真-1に、盛土及び液状化層の変位ベクトルとカ

ルバート本体の変状図を重ねたものを図-6に示す。 
 変位ベクトル図に示すとおり、盛土及び液状化

層がカルバートの縦断方向（道路の横断方向）に

変位しており、この変位に追随するようにカル

バートの各継手に開きが発生している。 
(2)カルバートの縦断方向の挙動 

入力地震動とカルバートの縦断方向の伸び量及

び躯体直下地盤の過剰間隙水圧比の時刻歴波形を

整理した結果の例（CASE-1）を図-7 に示す。な

お、以降に示す数値は、実物スケールに換算した

値である。 
過剰間隙水圧比の急増時にはカルバートの縦断

方向の伸び量は限定的であるが、入力地震動の主

要動付近で伸び量が急増している。カルバートの

縦断方向の伸びは、地盤が液状化した状態で慣性

力の繰返しが影響して流動化が進行したことが大

きな要因であると推察される。 

(3)カルバートの縦断方向の伸び量の発生傾向 
基本ケースに対して、土被り厚や液状化層厚を

変化させたケースの比較を図-8に示す。  
土被りが大きいと拘束土圧の影響により駆体直

下では液状化が発生せず（黒丸：液状化なし、赤

丸：液状化）、カルバートの縦断方向の延び量は

小さくなっている。一方、液状化層が厚いと駆体

直下の一部を除き液状化が発生し延び量も大きく

なっている。 

図-7 縦断方向の伸び量の時刻歴変化(CASE-1）  
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表-4 実験ケース一覧  

 CASE-0  構造物なし - - 3  カルバート縦断方向  構造物の有無

 CASE-1 6.5 0.5 10 3  カルバート縦断方向  基本ケース

 CASE-2 6.5 0.5 10 3  カルバート横断方向  加振方向の影響

 CASE-3 6.5 0.5 1.5 3  カルバート縦断方向  ブロック延長の影響

 CASE-4 6.5 5 10 3  カルバート縦断方向  土被り厚の影響

 CASE-5 6.5 0.5 10 10  カルバート縦断方向  液状化層厚の影響

 CASE-6 14 0.5 10 3  カルバート縦断方向  内空幅の影響

 CASE-7 6.5 5 10 10  カルバート縦断方向  土被り厚+液状化層厚の影響

 CASE-8 14 0.5 10 10  カルバート縦断方向  内空幅+液状化層厚の影響

 CASE-9 6.5 0.5 10 10  カルバート横断方向  加振方向+液状化層厚の影響

 CASE-10 14 0.5 1.5 3  カルバート縦断方向  内空幅+ブロック延長の影響

 CASE-11 14 5 10 10  カルバート縦断方向  内空幅+土被り厚+液状化層厚の影響

着 目 点No.
カルバートの
内空断面幅

(m)

土被り
厚
(m)

ブロック
延長
(m)

液状化層厚
(m)

加振方向

図-8 変位ベクトル図の比較  

CASE-1

CASE-4

CASE-5

カルバート直下では

液状化が発生していない

カルバート中央部直下を除いて液状化

ｶﾙﾊﾞｰﾄ縦断方向伸び量

1.297m

ｶﾙﾊﾞｰﾄ縦断方向伸び量

0.867m

ｶﾙﾊﾞｰﾄ縦断方向伸び量

1.425m

カルバート直下でも液状化

非液状化想定

液状化想定

間隙水圧計位置

写真-1 加振直後の状況（CASE-1）  

図-6 変位ベクトル図（CASE-1）  
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各実験ケースで得られたカルバートの縦断方向

の伸び量（継手開き量）を図 -9に示す。CASE-3
及びCASE-10は、連結していないブロック側で

生じている伸び量を2倍にした値とした。 
基本ケース（CASE-1）に対して、液状化層が

厚いケースでカルバートの縦断方向の伸び量がす

べて上回る結果となった。 
カルバートの縦断方向の伸び量について、各種

パラメータとの関係を分析した結果の例を図 -10
に示す。液状化層が厚くなると伸び量は大きくな

り、土被りの大きさや内空断面幅が変わっても同

様の傾向となることが確認された。なお、カル

バートの鉛直方向の変位についても液状化層が厚

くなると変位は大きくなり、同様の傾向を示すこ

とが確認された。 

5．まとめ 

本検討では地震による液状化の影響を受けるカ

ルバートの挙動について、被災事例調査、再現解

析及び動的遠心載荷模型実験で発生要因等を明確

にすることを試みた。  
今回の検討から得られた知見として、カルバー

トの地震時の液状化の影響により発生が想定され

る変状は、カルバートの継手の開きが主なもので

あり、躯体自体の損傷は生じていないことが被災

事例から確認された。また、液状化の変形モード

は、砂質土の液状化のみならず、粘性土の軟化の

影響も考慮することで、より実現象に近づくこと

が再現解析から分かった。加えて、液状化による

変状の程度は、液状化が発生する層の厚さ及び慣

性力の影響が大きいことが模型実験で明らかに

なった。 
今後は、既設カルバートの対策検討の判断の目

安となる液状化によるリスクを有する条件及び新

設カルバートの液状化対策を行う条件の抽出方法

の検討を行うとともに、新設カルバートの液状化

に対する設計での対応案を検討していく。具体的

には、カルバートの継手を容易に補修ができる開

き量（概ね20cm程度未満）に留めるため、以下

の内容を検討・提案し、道路土工構造物の基準類

への反映を目指していく。 
① 継手の開き量が大きくなる地盤条件、構造条

件の明確化 
② 実務での適用に考慮した解析方法 
③ 新設時における継手部の構造細目 
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図-10 縦断方向の伸び量の各種条件の整理結果  

図-9 縦断方向の伸び量のまとめ  
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